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ア 一時保護までの同行支援等
一時保護所への来所までの間に、被害者の状況から同行支援等の支援が必要な場合は、被
害者からの相談に応じた支援センター等において対応することが望ましい。夜間等の対応に
ついては、緊急時における安全の確保の一環として、市町村又は都道府県において、被害者
に対し、一時的な避難場所の提供等を行うことが望ましい。なお、すでに、関係機関の協議
により対応方針について合意がなされている場合にはそれによることも考えられる。また、
地域の状況により、市町村又は都道府県においてこうした対応を行うことが現時点では困難
な場合においては、支援センターを始めとする関係機関において、当面の対応をあらかじめ
協議することが必要である。
なお、被害者が一時保護所に来所して一時保護の申請を行うまでの間、加害者から危害を
加えられるおそれが高い場合には、支援センター等と警察が連携して警戒措置を講ずるなど、
被害者の保護を図ることが必要である。
イ 一時保護の決定と受入れ
Ê 一時保護の申請と決定
一時保護には、被害者本人が直接来所して申請する場合のほか、婦人相談所以外の支援
センター、福祉事務所、警察、児童相談所等の関係機関からの連絡が契機となって一時保
護が行われる場合がある。被害者は金銭や保険証等を所持せずに一時保護される場合も多
く、加害者からの追及のおそれ等もあることから、福祉事務所、警察等関係機関と速やか
に連絡を取るなど、緊密な連携を図ることが必要である。
特に、福祉事務所については、被害者の状況から、迅速な生活保護の適用等が必要とな
る場合も多いことから、福祉事務所を経由して、被害者からの一時保護の申請を受け付け
ることも考えられる。ただし、その場合であっても、速やかな一時保護の実施が必要な場
合には、福祉事務所を経由していない申請についても適切に受入れを行うことが必要であ
る。
一時保護は、配偶者からの暴力を避けるため緊急に保護すること等を目的に行われるも
のであるから、夜間、休日を問わず、被害者の安全の確保、負担の軽減等に配慮しつつ、
被害者が一時保護委託契約施設に直接来所した場合も含め、一時保護の要否判断を速やか
に行う体制を整えることが必要である。
なお、婦人相談所においては、生活の本拠を共にする関係以外の交際相手からの暴力に
関するものも含め、売春防止法に基づく運用により、正常な生活を営む上で困難な問題を
有しており、かつ、現に保護、援助を必要とする状態にあると認められる場合には適切な
対応を行うこととされている。

Ë 一時保護の受入れ
一時保護に当たっては、被害者本人の状況、同伴する家族の有無等を勘案し、婦人相談
所が自ら行うほか、婦人保護施設、母子生活支援施設、民間シェルター等、状況に応じ適
切な一時保護委託先で保護することが必要である。
一時保護の受入れに当たっては、入所者の緊張と不安を緩和し、安心して援助を受ける
ことができるという気持ちが持てるよう留意することが必要である。また、婦人相談所に
おいては、入所者の疾病や心身の健康状態等により、医学的又は心理学的な援助を行うな
ど、適切な職員を配置し、心理判定員、婦人相談員、心理療法担当職員、看護師等関係す
る職員が連携して問題の整理・解決を図ることが必要である。

ウ 一時保護の期間
一時保護の期間は、援助の施策のうちどれが最も適当であるかを決定し、婦人保護施設や
母子生活支援施設への入所等の措置を講ずるまでの期間や、短期間の援助等を行うために必
要と見込まれる期間である。このため、一時保護所又は委託先の入所者の状況に応じて、そ
の期間を延長する等の柔軟な設定をすることが必要である。

エ 同伴する子どもへの対応
同伴する子どもについては、同時に児童虐待を受けている可能性もあることから、アセス
メントを行うとともに、必要に応じ、適切な支援が実施されるよう、あらかじめ、児童相談
所と密接に連携を図ることが必要である。また、男子高校生等婦人相談所で保護することが
適当でないと判断される場合には、児童相談所の一時保護所や、一時保護委託により被害者
とともに適切な施設で保護するなどの配慮を行うことが必要である。
さらに、同伴する子どもについては、安全確保の観点から、学校に通学させることが、事
実上困難となる場合が多い。一時保護所においては、教育委員会や学校から、教材の提供や
指導方法の教示等の支援を受けつつ、このような子どもに対して、適切な学習機会を提供し
ていくことが望ましい。
オ 一時保護を委託する施設
一時保護については、被害者の状況、地域の実情等に応じ、婦人保護施設、母子生活支援
施設、民間シェルター等に対して委託が行われており、一時保護委託契約を締結している施
設数は年々増加している（平成24年４月１日現在303施設）。
一時保護委託施設における食事の提供、保健衛生、防災及び被服等の支給については、一
時保護所と実質的に同等の水準のものとなるようにするとともに、被害者の人権、配偶者か
らの暴力の特性、安全の確保や秘密の保持等に関する研修を受けた職員により入所者の一時
保護を行うことが必要である。
婦人相談所が、委託の適否及び委託先施設の決定を行う際には、それぞれの被害者の状況
と、委託する施設の特性を考慮し、その被害者にとって最も適当と考えられる一時保護の方
法及び施設を選定することが必要である。また、男性の一時保護については、あらかじめ、
その保護に適した施設を委託先として検討し、必要な場合に一時保護の委託を行う等の対応
を行うことが望ましい。さらに、外国人や障害者、高齢者等、様々な配慮を必要とする被害
者にも対応できるよう、あらかじめ多様な一時保護委託先を確保しておくことが望ましい。
なお、高齢者虐待又は障害者虐待にも当たる可能性もあることから、市町村と密接に連携を
図ることが必要である。
一時保護後、婦人保護施設や母子生活支援施設への入所等、次の段階の支援に移行するた
めに、婦人相談所と一時保護を委託された施設は、入所者の処遇等について緊密な連携を図
ることが必要である。
カ 一時保護後の対応
婦人相談所による一時保護後は、婦人保護施設、母子生活支援施設等の入所のほか、帰宅
や実家等への帰郷、賃貸住宅等での生活等が考えられるが、婦人相談所においては、被害者
への支援が途切れることのないよう配慮することが必要である。
具体的には、退所後も婦人相談所の専門的な支援を必要とする被害者については、引き続
き、婦人相談所において、来所相談等に応じることが考えられる。また、地域での生活を始
めた被害者については、その身近にあって相談しやすい、市町村の支援センター等の相談窓
口に引き継ぐこと等が考えられる。なお、他の機関に引継ぎを行う場合には、被害者の希望
に応じて、単に当該機関等の名称及び連絡先を教示するだけでなく、当該機関等に連絡して
担当者名を確認し、当該担当者との面接が確実に行われるようにするなど、実質的に引き継
ぐことが必要である。

^ 婦人保護施設等
ア 婦人保護施設
法第５条において、都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる
こととされている。
単身で保護された被害者については、一時保護所を退所した後、必要な場合は婦人保護施
設への入所の措置を講ずることが必要である。婦人保護施設においては、適切な職員を配置
し、心身の健康の回復や生活基盤の安定化と自立に向けた支援を行うことが必要である。
また、婦人保護施設の退所後においても、安定して自立した生活が営めるよう、被害者の
希望に応じて、福祉事務所等の関係機関と連携し、相談、指導等の援助を継続して実施する
ことが望ましい。
なお、婦人保護施設が設置されていない都道府県においては、その必要性の有無について、
不断に検討することが必要である。™
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